
市川市社会福祉法人障害者等緊急時受入施設入所支援事業補助金

交付要綱  

（趣旨）  

第１条 この要綱は、障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施

を確保するための基本的な指針（平成２９年厚生労働省告示第１１６号）に

基づき実施する地域生活支援拠点等の整備について、当該整備のうち緊急時

における障害者等の受入施設への入所に係る支援を推進し、もって障害者等

の福祉の増進を図るため、緊急時に障害者等を受け入れた受入施設を設置す

る社会福祉法人に対し、市川市社会福祉法人障害者等緊急時受入施設入所支

援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し、市川市社会

福祉法人の助成に関する条例（昭和５２年条例第３０号）及び市川市社会福

祉法人の助成に関する条例施行規則（昭和５２年規則第３３号。以下「規則」

という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。  

⑴ 障害者等 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第４条第１項に規定

する障害者及び同条第２項に規定する障害児その他これらに準ずる者とし

て市長が認める者であって、本市に居住するもの又は市長が特に必要と認

めるものをいう。  

⑵ 受入施設 法第５条第８項に規定する短期入所に係る事業を行う社会福

祉法人が有する本市に存する施設その他これに類する施設として市長が適

当と認める施設であって、緊急時に障害者等を受け入れるものをいう。  

⑶ 緊急時 専ら障害者等の介護を行う者が疾病、死亡、事故、災害等の事

由により不在である場合その他の障害者等が受入施設に入所する必要があ

ると市長が認める場合をいう。  

⑷ 支援員 受入施設の従業者以外の者であって、障害者等の介護その他の



必要な支援を行う法第５１条の１７第１項第１号に規定する指定特定相談

支援事業者又は児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の２６

第１項第１号に規定する指定障害児相談支援事業者に係る相談支援専門員

その他の障害者等に同行する者として市長が必要と認めるものをいう。た

だし、次に掲げる者を除く。  

ア 障害者等の配偶者 

イ 障害者等の３親等内の親族  

ウ 障害者等と同一の住居に居住し、かつ、生計を一にする者 

エ アからウまでに掲げる者に準ずる者として市長が認めるもの  

（補助対象者）  

第３条 補助金の交付対象となる者（次条において「補助対象者」という。）は、

緊急時に障害者等及びその支援員を受け入れる受入施設を設置する社会福祉

法人とする。  

（補助対象事業）  

第４条 補助金の交付対象となる事業（次条において「補助対象事業」という。）

は、補助対象者が緊急時に障害者等及びその支援員を受入施設に受け入れる

事業とする。  

（補助対象経費）  

第５条 補助金の交付の対象となる経費（次条において「補助対象経費」とい

う。）は、補助対象事業に係る支援員に要する経費として市長が適当と認める

ものとする。  

（補助金の額）  

第６条 補助金の額は、補助対象経費に相当する額（当該額に１円未満の端数

が生じたときは、これを切り捨てた額）とする。ただし、支援員が障害者等

に同行した時間（当該障害者等とともに受入施設に宿泊した時間を含む。）に

１時間当たりの額として１,５００円を乗じて得た額を限度とする。  

（補助金の精算）  

第７条 補助金の概算払を受けた者は、規則第６条の規定により補助金の額の



確定の通知を受けたときは、速やかに、当該額の確定に基づく補助金の精算

をしなければならない。  

（補則）  

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。  

附 則  

この要綱は、令和２年７月１日から施行する。  


